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■一般会計における基金残高（現金）の推移
❖財政調整基金

災害の発生や予期しない収入の減などに
備えるための基金

❖減債基金
市の借金の返済に必要な財源を確保する
ための基金

❖その他特定目的基金
公共施設の建て替えなど，特定の目的の
ために使う基金

■一般会計における地方債残高の推移

❖合併特例債
その償還について，後年度に 70％交付税
措置される地方債

❖臨時財政対策債
その償還について，後年度に 100％交付
税措置される地方債

❖その他
地方債の種類によって，交付税措置され
るものもある

歳 入 歳 出

■一般会計予算（296 億 7,600 万円）の内訳

※平成 30 年度末見込み額です。
※平成 30 年 2 月末の人口（63,546 人）で算

出しています。

※平成 30 年度末見込み額です。
※平成 30 年 2 月末の人口（63,546 人）で算

出しています。

【一人あたりの地方債の残高見込み】

約 63 万 4 千円

【一人あたりの基金の残高見込み】

約 10 万 7 千円

平成 30 年度当初予算概要


